
令和4年度実施状況（5箇所）

【実施事業概要】　　　

2 項 道路橋りょう費

第 3 節 安全安心な住環境と都市機能の整備の推進

8 款 土木費

第 2 章

1 目 道路橋りょう総務費

( 5 )

総
合
計
画

事業名

担当部課 建設部道路課 　実施計画掲載ページ Ｐ33

目的及び事業内容

　市民の生活環境の向上及び交通の安全を確保するため、住民が供用する私道等の整備（舗装新設、側
溝新設、敷砂利、道路反射鏡新設・補修、参道土工）に対し、舗装55/100、側溝70/100を補助する。

道路整備を推進する事業 私道舗装等助成費

私道舗装等助成事業

予
算
科
目

都市と自然が調和し快適とやすらぎが生まれるま
ち

取　組　実　績

　地域住民複数で利用する私道等の整備に対し助成を実施した。

実施場所 対象世帯数 墓地使用者数 舗装 側溝整備 その他

清水町一丁目地内 16世帯

小積浜字田ノ入山地内 106世帯 0人 27.00㎡ － －

0人 － － 反射鏡

泉町二丁目地内 5世帯 0人 6.00㎡ － －

前谷地字中埣地内 9世帯 0人 202.00㎡ － －

給分浜桜畑地内 3世帯 0人 232.00㎡ 10.00ｍ －

計 139世帯 0人 467.00㎡ 10.00ｍ

成　　　　果

　令和4年度は5か所の申請に対して助成を行い、実施箇所の生活環境の向上及び交通の安全確保が図ら
れた。

年度 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4

箇所数

石巻地区 石巻地区 石巻地区 石巻地区 石巻地区

2箇所 2箇所 3箇所 2箇所 3箇所

河南地区 河北地区 河南地区 河南地区

1箇所 1箇所 1箇所 1箇所

河南地区 牡鹿地区

Ａ＝1,573.00㎡ Ａ＝470.00㎡ Ａ＝467.00㎡

2箇所 1箇所

側溝

Ｌ＝124.80ｍ Ｌ＝ 27.20ｍ Ｌ＝ 29.00ｍ Ｌ＝ 56.60ｍ Ｌ＝ 10.00ｍ

計　3箇所 計　2箇所 計　6箇所 計　3箇所 計　5箇所

側溝 側溝 側溝 側溝

事業費 7,240千円 2,487千円 6,857千円 3,625千円 4,375千円

道路反射鏡 道路反射鏡 道路反射鏡

（3件） （2件） （6件） （3件） （5件）

内容
舗装 舗装 舗装 舗装 舗装

Ａ＝281.00㎡ Ａ＝134.00㎡

その他 一般財源

6,000,000 4,375,000 4,375,000

成果に係る評価

　各種整備により、舗装は路面を保護強化することで、通行時の安全性及び道路の耐久性が高められ、
側溝新設では排水環境が改善し、道路反射鏡の設置により直接の目視が困難な見通しの悪い箇所での視
認性が確保された。
　住民が供用する私道等の整備を促進することで、市民の交通の安全を確保し、生活環境の改善・向上
を図るため、本助成制度を継続する必要がある。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債
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1　橋梁

　(1)　業務委託　 橋梁定期点検業務、跨線道路橋点検、橋梁ＰＣＢ含有塗膜調査業務

根岸前1号橋ほか5橋橋梁補修設計業務、橋梁点検業務（繰越）

橋梁長寿命化修繕計画策定業務（繰越）

　(2)　補修工事　 山下跨線歩道橋ほか3橋補修工事（繰越）、根岸前1号橋ほか4橋補修工事（繰越）

2　トンネル

　(1)　業務委託　 道路トンネル定期点検業務

　(2)　補修工事　 牧山西・東トンネル補修工事、サン・ファントンネルほか１トンネル補修工事

2 項 道路橋りょう費

第 3 節 安全安心な住環境と都市機能の整備の推進

8 款 土木費

第 2 章

2 目 道路維持費

( 5 )

総
合
計
画

事業名

担当部課 建設部道路課 　実施計画掲載ページ Ｐ33

目的及び事業内容

　道路施設（橋梁、トンネル、舗装、法面等、附属物）の点検を行い、その成果を基として、長寿命化
修繕計画を更新し、従来の事後保全的な修繕から計画的かつ予防保全的な修繕へ転換を図り、道路施設
の安心、安全を確保する。

道路整備を推進する事業 道路ストック長寿命化事業費

道路ストック長寿命化事業

予
算
科
目

都市と自然が調和し快適とやすらぎが生まれるま
ち

取　組　実　績

　道路法施行規則の改正に伴う、5年に1度の道路附属物の点検について、定期点検要領に基づき橋梁等
の定期点検を実施した。また、点検結果をもとに、老朽化により補修が必要となった橋梁の補修設計及
び補修工事を実施した。

成　　　　果

　道路定期点検要領に基づき、計画的な点検及び修繕等により施設の長寿命化が図られた。

項目 定期点検等 補修設計 補修工事

内容

Ｒ3橋梁：200橋
Ｒ4橋梁：231橋
Ｒ4橋梁：ＰＣＢ調査16橋
Ｒ4トンネル：5箇所

Ｒ3橋梁：根岸前1号橋、
畠中1号橋、長尾1号橋、
明神1号橋、明神2号橋、
新雷神2号橋（6橋）

Ｒ3橋梁：山下跨線歩道
橋、中ノ内1号橋、新谷地
畑橋、町北橋（4橋）
（補修工法）当て板修
復、塗装塗替え工、橋面
舗装工、断面修復工ほか
R4橋梁：根岸前1号橋、畠
中1号橋、明神1号橋、明
神2号橋、新雷神2号橋
（補修工法）断面修復
工、床版設置工、軽量空
洞充填工ほか
Ｒ3トンネル：牧山西・東
トンネル
（補修方法）ひび割れ注
入工、はく落防止工ほか
Ｒ4トンネル：サンファン
トンネル、雄勝トンネル
（補修方法）ひび割れ注
入工、はく落防止工

成果に係る評価

　橋梁及びトンネルの長寿命化修繕計画に基づき、道路施設（橋梁、トンネル、附属物）の点検実施と
併せて長寿命化修繕計画を更新、従来の事後保全的な修繕から計画的かつ予防保全的な修繕へ転換を図
るため、各対象施設の設計及び補修工事を施工し、道路施設の安心及び安全を確保するため、事業を継
続する必要がある。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

144,697,176 137,596,676 75,179,000 21,800,000 40,617,676
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1　扇平道路、黒沢西横須賀道路

　(1)　側溝設置

2　本町大巻道路、梅木上谷地線

　(1)　道路舗装

　
W

道路整備を推進する

予
算
科
目

8 款 土木費

2 目 道路維持費

事業 河南地区小規模宅地開発対策事業費

2 項 道路橋りょう費

第 3 節 安全安心な住環境と都市機能の整備の推進

第 2 章

河南地区小規模宅地開発対策事業

総
合
計
画

事業名

都市と自然が調和し快適とやすらぎが生まれるま
ち

( 5 )

担当部課 建設部道路課 　実施計画掲載ページ Ｐ34

目的及び事業内容

　都市計画区域外である河南地区の各地域において、震災後、民間事業者により整備された小規模宅地
開発に伴い、隣接する未整備の市道や水路の改修が多く要望されている。
　本事業の実施により、当該住環境の改善と居住者の利便性の向上を図るとともに、本市への定住を促
進する。

　○ 事業実施計画箇所数　15箇所

取　組　実　績

　未整備の市道等の改修を実施した。

成　　　　果

　年次計画に従い、4箇所の側溝設置及び道路舗装等の道路改良工事を実施し、住環境の改善と居住者
の利便性の向上が図られた。

年度 実施内容 箇所数 事業費

Ｒ2 側溝設置、道路舗装 6 24,999,095円

Ｒ3 側溝設置、道路舗装 5 13,999,920円

　梅木上谷地線 Ｌ＝140.0ｍ Ｗ＝3.5ｍ

Ｒ4 側溝設置、道路舗装 4 19,999,100円

Ｒ4
内訳

路線名 延長 幅員

　扇平道路 Ｌ＝124.2ｍ Ｗ＝6.3ｍ

　本町大巻道路 Ｌ＝073.8ｍ Ｗ＝5.0ｍ

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

　黒沢西横須賀道路 Ｌ＝006.2ｍ Ｗ＝4.6ｍ

成果に係る評価

　側溝設置及び道路舗装の実施により、排水機能の改善及び道路の安全性を高め、当該地区の住環境の
向上が図られた。また、年次計画により、継続して事業を実施する必要がある。

20,000,000 19,999,100 19,999,100

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源
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　道路歩道設置工事を実施した。

1　大瓜地区通学路線　Ｌ＝42.5ｍ　Ｗ＝0.8ｍ～5.8ｍ

【事業の進捗】

予
算
科
目

8 款 土木費

4 目 道路新設改良費

事業 道路新設改良事業費

2 項 道路橋りょう費

第  節

第  章

大瓜地区通学路線改良事業

総
合
計
画

事業名

(  )

担当部課 建設部道路課 　実施計画掲載ページ

目的及び事業内容

　現道が狭く通学路の歩道が無いため、改良整備を実施する。

　歩道設置事業
　実施期間：平成26年度～令和4年度
　全体計画：延長Ｌ＝1,330ｍ、歩道Ｗ＝2.5ｍ

取　組　実　績

成　　　　果

　道路改良整備により、 通学路の交通安全の確保が図られた。

区分
事業（事業費換算）の進捗率 達成率

（年度別）目標値 実績等

Ｈ30 100.0％ 90.5％ 90.5％

Ｒ1 86.9％ 80.4％ 92.5％

成果に係る評価

　道路改良工事が完了し、通学児童等の安全確保が図られた。

Ｒ2 70.4％ 70.4％ 100.0％

Ｒ3 78.5％ 73.1％ 93.1％

Ｒ4 100.0％ 100.0％ 100.0％

※令和元年度及び令和2年度に事業期間と事業費の見直しを行った。

5,186,500

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

8,000,000 5,186,500
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　道路改良工事等を実施した。

1　山崎馬鞍線（中島工区）

　(1)　盛土動態観測解析及び河川協議資料等作成業務

　(2)　道路改良（その2）工事　Ｌ＝96.0ｍ　Ｗ＝6.2ｍ～7.9ｍ

　(3)　道路改良（その3）工事　Ｌ＝943.0ｍ　Ｗ＝9.5ｍ（繰越）

【事業の進捗】

※令和元年度に事業期間と事業費の見直しを行った。

山崎馬鞍線改良事業（中島工区）

4 目 道路新設改良費 第 3 節 安全安心な住環境と都市機能の整備の推進

予
算
科
目

8 款 土木費 事業名

事業
山崎馬鞍線道路改良事業費（中島工
区）

( 5 ) 道路整備を推進する

2 項 道路橋りょう費

総
合
計
画

第 2 章
都市と自然が調和し快適とやすらぎが生まれるま
ち

担当部課 建設部道路課 　実施計画掲載ページ Ｐ34

目的及び事業内容

　本線は、飯野川地区内の生活幹線道路であり、国道45号へ通じる路線で、石巻市街地等への通勤及び
通学等に利用する地域間道路でもあるが、狭あいで歩車道が分離されていないため、一般車両の通行及
び歩行者等が危険な状況にあることから、宮城県が実施する河川災害復旧事業に併せて整備することに
より、地区内交通の円滑化、歩行者及び通行車両の安全確保を図る。
・実施期間　平成25年度～令和6年度
・全体計画　Ｌ＝1,330ｍ　Ｗ＝9.5ｍ

取　組　実　績

成　　　　果

　各種業務及び道路改良工事を実施し、事業の進捗を図った。

区分
事業（事業費換算）の進捗率 達成率

（年度別）目標値 実績等

Ｒ1 7.9％ 7.6％ 98.9％

Ｒ2 7.9％ － －

57,600,000

Ｒ3 45.7％ 12.6％ 27.6％

Ｒ4 45.7％ 28.3％ 61.9％

199,100

成果に係る評価

　道路改良工事の一部区間は完了したが、拡幅部が軟弱地盤のためにサーチャージ盛土工の一部区間に
て沈下の収束に遅れが生じたため、年度内の完成が困難となり、翌年度に事業を延伸した。また、事業
の推進に当たっては、河川管理者等関係機関との協議を十分に行い、事業の進捗を図る必要がある。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

116,356,000 115,528,100 57,729,000
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　道路改良工事及び橋梁新設工事等を実施した。

1　山崎馬鞍線（馬鞍工区）

　(1)　工事発注者支援業務

　(2)　道路改良（その2）工事　Ｌ＝555.0ｍ　Ｗ＝8.5ｍ

　(3)　橋梁新設工事　Ｌ＝254.3ｍ　Ｗ＝9.5ｍ

　(4)　電柱移転補償　Ｎ＝4本

【事業の進捗】

※令和元年度に事業期間と事業費の見直しを行った。

道路整備を推進する

予
算
科
目

8 款 土木費

4 目 道路新設改良費

事業
山崎馬鞍線・河北長尾線道路改良事
業費

2 項 道路橋りょう費

第 3 節 安全安心な住環境と都市機能の整備の推進

第 2 章

山崎馬鞍線（馬鞍工区）・河北長尾線道路改良事
業

総
合
計
画

事業名

都市と自然が調和し快適とやすらぎが生まれるま
ち

( 5 )

担当部課 建設部道路課 　実施計画掲載ページ Ｐ34

目的及び事業内容

　本路線は、北上地区と河北地区を結ぶ生活幹線道路であり、国道45号へ通じる市街地等への通勤等に
利用する地域間道路である。地区内交通の円滑化、歩行者及び通行車両の安全確保を図り、緊急時の避
難路として整備する。
・全体計画：山崎馬鞍線（馬鞍工区）　延長Ｌ＝555ｍ、幅員Ｗ＝8.5ｍ、橋梁Ｎ＝1基
　　　　　　河北長尾線（県とのアロケーション事業）　延長Ｌ＝847.7ｍ、幅員Ｗ＝7.5ｍ
・施工箇所：石巻市北上町橋浦字新三貫沢～石巻市馬鞍字土手下

取　組　実　績

成　　　　果

　道路改良工事等を実施した。また、橋りょう新設工事が完了し、事業の進捗を図った。

区分
事業（事業費換算）の進捗率 達成率

（年度別）目標値 実績等

Ｈ30 30.4％ 30.4％ 100.0％

Ｒ1 26.4％ 22.9％ 86.7％

Ｒ2 69.3％ 26.9％ 38.8％

Ｒ3 71.5％ 46.9％ 65.6％

Ｒ4 67.8％ 67.8％ 100.0％

成果に係る評価

　橋りょうの新設工事が完了し、以降の事業については、県とのアロケーション区間等であり、通行に
支障が生じており、県へ早期の整備及び事業再開を求める。また、事業の推進を図るため、河川管理者
等関係機関との協議を十分に行い、地元地権者の理解と協力を得ながら、引き続き、事業の進捗を図る
必要がある。

6,528,200

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

259,484,527 259,453,200 129,725,000 123,200,000
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1　単独線

　(1)　水道管移設工事　Ｎ＝1箇所

　(2)　道路改良（その5）工事　Ｌ＝150.0ｍ　Ｗ＝4.0ｍ～4.675ｍ

【事業の進捗】

道路整備を推進する

予
算
科
目

8 款 土木費

4 目 道路新設改良費

事業 単独線道路改良事業費

2 項 道路橋りょう費

第 3 節 安全安心な住環境と都市機能の整備の推進

第 2 章

単独線道路改良事業

総
合
計
画

事業名

都市と自然が調和し快適とやすらぎが生まれるま
ち

( 5 )

担当部課 建設部道路課 　実施計画掲載ページ Ｐ34

目的及び事業内容

　現道は、通学路指定となっているが、狭あい等により通学児童、地域住民が危険な状況にある。道路
拡幅と水路の改良整備を行うことにより、高須賀地区から本路線を経由して三陸縦貫自動車道河北ＩＣ
までのアクセスを向上させ、地区内の交通の円滑化、歩行者・通行車両の安全を確保する。
　○ 道路改良
　延長Ｌ＝3,200ｍ
　幅員Ｗ＝9.25ｍ
　施工箇所：石巻市小船越字後～字大縄場地内

取　組　実　績

　道路改良工事等を実施した。

成　　　　果

　支障となる水道管の移設を行い、前年度からの道路改良工事を進め、事業の進捗を図った。

区分
事業（事業費換算）の進捗率 達成率

（年度別）目標値 実績等

Ｈ30 8.2％ 8.2％ 100.0％

Ｒ1 13.8％ 8.2％ 59.4％

Ｒ2 13.8％ 13.8％ 100.0％

Ｒ3 23.5％ 18.6％

25,000,000

79.1％

Ｒ4 23.5％ 23.4％ 99.6％

成果に係る評価

　歩道及び側溝等の整備により歩行者の安全が確保され、歩道整備等の実施により通学路等において安
全で安心な道路環境の向上を図る。また、事業の推進にあたっては、関係地権者や関係機関との協議を
十分に行い事業を継続する必要がある。

143,500

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

51,000,000 50,143,500 25,000,000
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1　中浦橋釜北橋線

　(1)　電柱支障移転

　(2)　道路改良工事　Ｌ＝231.0ｍ　Ｗ＝14.1ｍ～14.8ｍ

2　新立野元浦屋敷線

　(1)　道路改良工事　Ｌ＝119.3ｍ　Ｗ＝9.5ｍ

3　新田町谷地中線

　(1)　不動産鑑定評価業務、物件調査算定業務

　(2)　歩道測量設計業務

　(3)　歩道設置（その1）工事　Ｌ＝127.2ｍ　Ｗ＝3.0ｍ

4　明治橋稲井小・中学校線 　

　(1)　物件調査算定業務

　(2)　橋梁（歩道橋）設計業務

　(3） 事業用地取得、物件移転補償

5　三輪田線

　(1)　交差点協議資料作成等業務

　(2)　事業用地取得、物件移転補償

　(3)　配水管布設工事

　(4)　道路改良（その4）工事　Ｌ＝491.0ｍ　Ｗ＝6.75ｍ～7.25ｍ（繰越）

　令和4年度から三輪田線を追加し、事業用地の取得及び道路改良工事を進め、事業の進捗を図った。

【事業の進捗】

※令和4年度に事業期間と事業費の見直しを行った。

事業 避難路整備事業費 ( 5 ) 道路整備を推進する

2 項 道路橋りょう費

総
合
計
画

第 2 章
都市と自然が調和し快適とやすらぎが生まれるま
ち

8 款 土木費 事業名 避難路整備事業

4 目 道路新設改良費 第 3 節

取　組　実　績

　道路改良工事等を実施した。

担当部課 建設部道路課 　実施計画掲載ページ Ｐ34

目的及び事業内容

　令和元年台風19号のような災害に備え、地域防災拠点となる公共の指定避難施設の強化・充実が急務
であり、その一環として、有事に指定避難施設までの避難を安全かつ迅速に行うための避難路の整備が
課題となっており、歩道の設置と車道の拡幅整備により、歩行者及び通行車両の円滑な交通・安全確保
を図り、避難路としての安全な通行を確保する。

　整備路線名：中浦橋釜北橋線、新立野元浦屋敷線、新田町谷地中線、明治橋稲井小・中学校線、
　　　　　　　三輪田線

安全安心な住環境と都市機能の整備の推進

予
算
科
目

成　　　　果

区分
事業（事業費換算）の進捗率 達成率

（年度別）目標値 実績等

Ｒ2 7.4％

Ｒ4 34.6％ 20.5％ 59.2％

成果に係る評価

　中浦橋釜北橋線及び新立野元浦屋敷線の工事を完了し、円滑な交通及び安全確保が図られた。また、
新田町谷地中線、明治橋稲井小・中学校線、三輪田線についても早期の工事完了を目指し、関係地権者
や関係機関との協議を十分に行い、事業の実施を継続する必要がある。

0.0％ 0.0％

Ｒ3 15.8％ 7.6％ 48.1％

239,475,401 238,770,401 108,680,000 124,000,000 6,090,401

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源
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道路整備を推進する

予
算
科
目

8 款 土木費

5
9

目
橋りょう新設改良費
東日本大震災関係費

事業
東中瀬橋整備事業費
（仮称）新東内海橋整備事業費

2 項 道路橋りょう費

第 3 節 安全安心な住環境と都市機能の整備の推進

第 2 章

橋りょう整備事業　東中瀬橋〔復興基金〕

総
合
計
画

事業名

都市と自然が調和し快適とやすらぎが生まれるま
ち

( 5 )

担当部課 建設部都市計画課 　実施計画掲載ページ Ｐ33

目的及び事業内容

　湊地区から中瀬へのアクセス道路及び避難行動の迅速化を図ることを目的として、自転車歩行者用道
路を整備する。

　延長Ｌ＝115ｍ　幅員Ｗ＝4.8ｍ

取　組　実　績

1　業務委託の実施

　(1)　河川協議資料等作成（仮桟橋の設計等）  　一式

2　工事の実施

　(1)　橋梁下部工工事（旧北上川中瀬側）  　　　橋台1基

　(2)　付帯施設工事（旧北上川左岸側）  　　　　一式

　(3)　仮桟橋設置工事　　　　　　　　　　　　　Ｌ＝101.8ｍ

成　　　　果

　橋梁下部工（旧北上川中瀬側）が完成し、仮桟橋設置工事に着手した。

区分
事業の進捗

達成率
目標値 実績等（累計）

Ｒ1 1,489,221,400 円 118,564,200 円 8.0％

Ｒ2 1,489,221,400 円

Ｒ4 1,489,221,400 円 735,597,300 円

Ｒ3 1,489,221,400 円 380,396,400 円

228,600,000

235,528,700 円 15.8％

49.4％

25.5％

10,131,000 17,098,900

成果に係る評価

　橋梁下部工（旧北上川中瀬側）が完成し、新たに仮桟橋設置工事に着手し事業の進捗が図られた。引
き続き関係機関等との協議や調整を図りながら事業を円滑に進める必要がある。

予算の執行状況

(単位：円)

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

359,264,000 355,200,900 99,371,000
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止水板設置工事等助成事業

7 目 下水路費 第 3 節 安全安心な住環境と都市機能の整備の推進

予
算
科
目

8 款 土木費 事業名

事業 内水排除対策費 ( 7 ) 下水道等の整備を推進する

2 項 道路橋りょう費

総
合
計
画

第 2 章
都市と自然が調和し快適とやすらぎが生まれるま
ち

担当部課 建設部下水道管理課 　実施計画掲載ページ Ｐ36

目的及び事業内容

　浸水被害の軽減を図るため、自宅等に止水板等の設置を行う者に対し、設置費用の一部を助成する。

成果に係る評価

　本事業は低平地にある家屋等に対して、大雨等により発生する局所的浸水防除対策の助成であり、雨
水排水施設の整備後も必要な事業である。令和4年度は事業開始から2年度目であり、まだ事業の認知が
進んでいないためか、実績は3件であった。
　浸水被害の軽減に有効な事業であることから、広く市民に活用していただけるよう市報等を通じて周
知を行い、事業の普及と浸水被害の軽減を図るものとする。

予算の執行状況

取　組　実　績

　止水板設置工事等助成事業の実施

区分 Ｒ4

設置件数 3件

助成金額 1,370,000円

成　　　　果

　事業の実施により、申請家屋等における止水性の向上が図られた。

主な指標項目 Ｒ3 Ｒ4

設置件数 0件 3件

3,000,000 1,370,000

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

1,370,000
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1　令和4年度事業実施状況　

　(1)　宮城県が実施した本市内の急傾斜地崩壊対策事業に対し、事業費の一部を負担した。

　(2)　土砂災害防止月間に合わせ、県と市が合同で土砂災害危険箇所パトロールを実施した。

災害に対する備えを充実させる

予
算
科
目

8 款 土木費

8 目 急傾斜地崩壊対策事業費

事業 県営事業負担金

2 項 道路橋りょう費

第 3 節 安全安心な住環境と都市機能の整備の推進

第 2 章

県営事業急傾斜地対策事業

総
合
計
画

事業名

都市と自然が調和し快適とやすらぎが生まれるま
ち

( 2 )

担当部課 建設部道路課 　実施計画掲載ページ Ｐ31

目的及び事業内容

　急傾斜地法に基づき、県が事業主体となり対策を行う事業。
　急傾斜地崩壊危険区域内の自然がけに対して崩壊を防止する事業で、事業費の一部を負担すること
で、土砂災害に対する安全性が図られる。

取　組　実　績

成　　　　果

　令和4年度は、継続事業の小滝の1・小滝の3・崎山の2、下沢で宮城県が実施する急傾斜地崩壊対策事
業に対する負担金を支出し、事業の推進を図ることで、土砂災害に対する安全性の向上が図られた。

【実施事業概要】

年度 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2 Ｒ3

 下沢

 下沢  下沢  下沢
場所

 羽黒町  羽黒町  羽黒町  羽黒町

 小滝の1

 崎山の2

 館  小滝の3

5,115千円 

20,700,000 20,700,000 20,700,000

13,800千円 

年度 Ｒ4

場所

 下沢

 小滝の1

 小滝の3

 崎山の2

負担金額 9,864千円 6,180千円 77,335千円 

負担金額 20,700千円 

成果に係る評価

　保全対象の急崖斜面を有する急傾斜地は過去にも崩落が発生しており、近年の集中豪雨や大型台風な
どにより、全国的に土砂災害が発生していることから、災害からの生命の保護及び崩壊を防止するた
め、事業の完成に向け取り組んでいる。また、事業化されていない箇所については、宮城県に対して引
き続き危険区域の事業実施を継続して要望していく必要がある。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源
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　排水施設整備工事を実施した。

1　祝田地区

　(1)　排水施設整備（その5）工事　Ｌ＝558.5ｍ　Ｗ＝2.1ｍ～10.0ｍ

【事業の進捗】

※令和元年度に事業期間と、事業費の見直しを行った。

　
事

2 項 道路橋りょう費

第  節

8 款 土木費

第  章

9 目 東日本大震災関係費

(  )

総
合
計
画

事業名

担当部課 建設部道路課 　実施計画掲載ページ

目的及び事業内容

　震災により沈下した祝田・梨木畑地区の排水機能の復旧事業であり、地区内の冠水を未然に防ぐた
め、道路の嵩上げ改良、ポンプ設置、排水路改修等を実施し、大雨等の災害に対応した地域住民の安全
で安心した生活環境の確保を図る。
・実施期間：平成25年度～令和4年度
・施工箇所：石巻市祝田地区、石巻市梨木畑地区は過年度に完了
・全体計画：祝田地区　排水ポンプ2台、排水施設等

事業 内水対策事業費

内水対策事業〔復興交付金〕〔復興基金〕

予
算
科
目

67.4％ 67.4％

Ｒ1 91.0％ 77.0％ 84.6％

取　組　実　績

成　　　　果

　祝田地区の排水施設・排水ポンプ設備設置工事を完了した。

区分
事業（事業費換算）の進捗率 達成率

（年度別）目標値 実績等

Ｈ30 100.0％

Ｒ4 100.0％ 100.0％ 100.0％

成果に係る評価

　当事業の完了間際に、令和4年3月16日発生の福島県沖地震により、再度の施工の必要が生じたため、
令和3年度内の完成が困難となったが、令和4年度に事業を延伸した排水施設整備工事が完了し、地区内
における冠水が解消され、生活環境の安全確保が図られた。

Ｒ2 100.0％ 93.1％ 93.1％

Ｒ3 100.0％ 97.9％ 97.9％

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

21,112,414 17,042,974 13,803,974 3,239,000
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　道路補修工事を実施した。

1　北和渕御蔵場線

　(1)　道路舗装補修工事　Ｌ＝1,101.2ｍ　Ｗ＝3.2ｍ～6.5ｍ

【事業の進捗】

※令和2年度に事業費の見直しを行った。

　
事

復旧・復興工事に伴う道路損壊部補修整備事業
〔復興交付金〕〔復興基金〕

9 目 東日本大震災関係費 第  節

予
算
科
目

8 款 土木費 事業名

事業 道路補修整備事業費 (  )

2 項 道路橋りょう費

総
合
計
画

第  章

担当部課 建設部道路課 　実施計画掲載ページ

目的及び事業内容

　復興交付金基幹事業等、復旧・復興事業に伴う土砂運搬等による大型車両の通行により、破損した市
道の補修工事を実施する。
・実施期間：平成30年度～令和4年度
・実施路線：令和元年度　名振明神線、船越大浜線、大瓜水沼真野線、明治橋稲井小・中学校線他
　　　　　　令和2年度　 小塚一号線、細田茄子川線、谷地針岡線、別囲沢田線、長尾追波線他
　　　　　　令和3年度　 小島上千刈田線、中浦橋釜北橋線、三輪田線、七尾熊野木線他
　　　　　　令和4年度　 北和渕御蔵場線

取　組　実　績

成　　　　果

　土砂運搬等による大型車両の通行で破損した市道の舗装補修工事を完了した。

区分
事業（事業費換算）の進捗率 達成率

（年度別）目標値 実績等

Ｒ1 55.0％ 55.0％ 100.0％

Ｒ2 100.0％ 69.7％ 69.7％

Ｒ3 100.0％ 91.7％ 91.7％

Ｒ4 100.0％ 100.0％ 100.0％

54,482,723 12,780,000

成果に係る評価

　傷んだ舗装の補修工事を行い、安全な交通環境の整備が図られたが、一部路線において、令和4年3月
16日発生の福島県沖地震により、再度の施工の必要が生じたため、令和3年度内の完成が困難となった
が、令和4年度に事業を延伸した道路補修工事が完了し、安全で円滑な道路交通の確保が図られた。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

81,324,100 67,262,723
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　嵩上げ道路復旧工事を実施した。

1　塩富町一・二丁目赤堀線 

　(1)　嵩上げ道路復旧工事　Ｌ＝366.1ｍ

2　万石町4号線 

　(1)　嵩上げ道路復旧工事　Ｌ＝74.3ｍ

【事業の進捗】

　
事

予
算
科
目

8 款 土木費

9 目 東日本大震災関係費

事業 排水不良対策事業費

2 項 道路橋りょう費

第  節

第  章

排水不良対策事業〔復興交付金〕

総
合
計
画

事業名

(  )

担当部課 建設部道路課 　実施計画掲載ページ

目的及び事業内容

　震災による広域地盤沈下によって、満潮時及び大雨時に道路が冠水し、通行不能となる路線が生じ
た。その後の災害応急工事により、路面を嵩上げ復旧をしたが、路面嵩上げにより道路側溝等に排水不
良が生じており、道路排水施設の再整備（嵩上げ、新設）及び一部舗装打換えを行う。
・実施期間：令和2年度～令和4年度

取　組　実　績

成　　　　果

　道路側溝等に排水不良が生じた路線に係る道路排水施設の再整備に係る復旧工事を完了した。

区分
事業（事業費換算）の進捗率 達成率

（年度別）目標値 実績等

Ｒ2 100.0％ 32.4％ 32.4％

Ｒ3 100.0％ 89.0％ 89.0％

Ｒ4 100.0％ 100.0％ 100.0％

成果に係る評価

　嵩上げ道路の復旧工事が完了し、生活環境の安全確保が図られた。

6,274,100

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

60,742,500 31,368,100 25,094,000
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( 1 ) 地域資源を活用した観光誘客を推進する

予
算
科
目

8 款 土木費

1 目 河川総務費

事業 北上川等改修関連推進事業費

Ｐ79

目的及び事業内容

　広く市民の方々が川とふれあうことにより、川への関心を高め、河川事業への理解を深めるととも
に、川を活かした地域づくりや地域交流を行う。

3 項 河川費

第 4 節 地域資源を活かした観光事業の振興

第 4 章

水辺を活かした地域活性化事業〔復興基金〕

総
合
計
画

事業名

多彩な人材が活躍し誇りと活気にあふれるまち

23回 約7,500人

担当部課
建設部
河川港湾高規格道路整備推進課

　実施計画掲載ページ

取　組　実　績

1　旧北上川堤防上に石巻工業高校生徒がデザインした東屋を整備（門脇地区、住吉地区、不動地区、
八幡地区）したほか、照明施設、サイン等の整備を行った。

2　中央地区堤防一体空間での社会実験を継続実施し、「都市・地域再生等利用区域」の指定範囲や利
用方針を検討するとともに、イベント開催、商業活動による賑わいの創出を図った。

3　北上川フェア（新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止）

成　　　　果

　国の堤防整備も完了し、必要な施設も整備され、魅力的な水辺空間が完成した。
　全国で進められている「かわまちづくり」の中から、他の模範となる先進的な取組として、令和4年
度「かわまち大賞」を受賞した。
　堤防一定空間の利活用についても、イベント数、動員数は令和3年度と同程度であったが、イベント
申し込み団体数は令和3年度（10団体）から倍増し、より多くの市民、団体から活用された。

　　【堤防一体空間イベント活用実績】

区分 イベント開催数 来場者数

Ｒ2 11回 約3,300人

Ｒ3 25回 約7,500人

Ｒ4

35,172,600 2,039,850

成果に係る評価

　「かわまち大賞」受賞は、河川堤防上の利活用に配慮した整備のほか、様々な関係主体が「かわまち
づくり」のプロセスに参画しているなど、かわとまちを繋げた賑わい・憩いの水辺づくりが高く評価さ
れたものである。
　今後も、市民や来訪者が集い、憩い、交流し、魅力ある水辺空間を目指し、事業を継続する必要があ
る。

予算の執行状況

(単位：円)

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

40,500,000 37,212,450
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398,630

予算の執行状況

(単位：円)

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

450,000 398,630

取　組　実　績

1　客船会社へのポートセールスの実施
　(1)　5月20日　 客船会社　4社
　(2)　11月14日　客船会社　4社

2　大型客船寄港実績
　(1)　9月1日　 客船「ぱしふぃっくびいなす」寄港【中止】
　(2)　11月3日　客船「ぱしふぃっくびいなす」寄港

3　要望活動の実施
　(1)　中央要望（国土交通省）7月27日、8月4日、2月10日
　(2)　地方要望（東北地方整備局、宮城県）7月8日、7月19日

4　先進港視察の実施
　(1)　7月12日～13日　鹿児島港、志布志港

成　　　　果

　新型コロナウイルスの影響により、ここ数年、客船の寄港が見送られてきたが、令和4年度は、約3年
ぶりに大型客船が入港し、地域の活性化が図られた。(11月3日　ぱしふぃっくびいなす)
　また、長年の要望活動により、雲雀野地区への耐震強化岸壁整備が決定した。

成果に係る評価

令和4年度は1隻のみの客船入港であったが、新型コロナウイルスの5類への緩和、これまでの誘致活
動の実施により、令和5年度は5隻の入港が予定されている。客船寄港により、多くの乗船客が石巻地方
を訪れ、地域の活性化、大きな経済効果も期待できることから、引き続き事業を継続する必要がある。

荷主企業、海運会社へのポートセールスについては、港湾を取り巻く社会情勢の変化、背後地の利用
計画等、今後の港湾計画の見直しに合わせ実施していく必要がある。

また、県内産業の将来展望、社会情勢の変化等を踏まえ、必要な港湾整備について、引き続き港湾関
連企業、関係機関と連携した要望活動が必要である。

産業部観光課 　実施計画掲載ページ Ｐ37

目的及び事業内容

　広域産業拠点港湾として地域経済・産業をけん引する、仙台塩釜港「石巻港区」の更なる発展を目的
に、荷主企業や客船会社へポートセールス等による港湾利用の促進を図ると共に、港湾関連企業や関係
機関と連携し、国や県などに港湾整備の要望活動等を実施する。

事業 港湾整備推進費 ( 8 ) 河川・港湾の整備を推進する

4 項 港湾費

総
合
計
画

第 2 章
都市と自然が調和し快適とやすらぎが生まれるま
ち

担当部課

予
算
科
目

8 款 土木費 事業名 石巻港ポートセールスの展開事業

2 目 港湾整備推進費 第 3 節 安全安心な住環境と都市機能の整備の推進
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( 1 ) 持続可能な生活基盤整備を推進する

予
算
科
目

8 款 土木費

1 目 都市計画総務費

事業 都市計画策定費

Ｒ4

事業の進捗率

5 項 都市計画費

第 3 節 安全安心な住環境と都市機能の整備の推進

第 2 章

石巻市都市計画策定事業

総
合
計
画

事業名

都市と自然が調和し快適とやすらぎが生まれるま
ち

3,200,000

成果に係る評価

　石巻市立地適正化計画については、当初2か年（令和3年度～4年度）で策定する予定であったが、改
定作業を進めている地域防災計画と整合を図る必要があることから、策定スケジュールを見直し令和6
年3月の策定へ変更したことから、継続して事業を実施する必要がある。

担当部課 建設部都市計画課 　実施計画掲載ページ Ｐ30

目的及び事業内容

　令和4年4月に改定した石巻市都市計画マスタープランに掲げた基本理念である「コンパクトでネット
ワーク化された都市構造の構築」の実現に向け、具体的な区域や施策について定める石巻市立地適正化
計画を策定する。

取　組　実　績

　令和3年度から「石巻市立地適正化計画策定業務」に着手し、令和4年度においては以下の項目につい
て取り組んだ。
　(1)　目指すべき都市の骨格構造の精査
　(2)　課題解決のための施策・誘導方針（ストーリー）の検討
　(3)　誘導施設・誘導区域(案)等の検討
　(4)　誘導施策の検討
　(5)　防災指針の検討
　(6)　定量的な目標値等の検討
　(7)　施策の達成状況に関する評価方法の検討
　(8)　庁内検討会議の運営支援　6回
　(9)　石巻市都市計画審議会等外部検討会議の運営支援　2回

成　　　　果

　令和4年度は令和3年度に整理した本市の現状把握や課題を踏まえ、誘導区域等の検討を行ったほか、
庁内の検討会議や学識経験者や交通事業者等で組織する石巻市立地適正化計画策定懇談会において意見
聴取を行い多角的な視点から検討を行った。

区分 Ｒ3

3,213,000

30％ 60％

予算の執行状況

(単位：円)

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

9,000,000 6,413,000
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持続可能な生活基盤整備を推進する

予
算
科
目

8 款 土木費

1 目 都市計画総務費

事業 都市計画策定費

5 項 都市計画費

第 3 節 安全安心な住環境と都市機能の整備の推進

第 2 章

石巻市都市再生整備計画事業

総
合
計
画

事業名

都市と自然が調和し快適とやすらぎが生まれるま
ち

( 1 )

担当部課 建設部都市計画課 　実施計画掲載ページ Ｐ30

目的及び事業内容

　地元事業者等から意見聴取しながら将来像や今後の取組について検討するほか、社会実験を実施し、
川沿いエリアと石巻駅前エリア間の回遊性の向上や賑わいの創出、居心地よく歩くことができ市民と観
光客が交流する空間の創出を図る。

取　組　実　績

1　基礎データの作成
 (1)　アンケート調査の実施　3回　※社会実験のアンケート調査を除く
 (2)　各調査の分析
　　ア　市民意識調査
　　イ　歩行者通行量調査
　　ウ　商店街及びいしのまき元気いちばの利用者調査
　　エ　中心市街地の営業店舗等調査
　　オ　中心市街地の空き店舗及び空き地の立地状況
2　川沿いエリア周辺の将来像等を示した未来ビジョンの作成
 (1)　かわまちエリアマネジメント検討会（ワークショップ）の開催　5回
3　社会実験の企画運営及び分析検証
 (1)　令和4年10月8日及び9日　社会実験（石巻まちんなか文化祭2022）の実施
　　　実施内容　ア　アンケート調査
　　　　　　　　イ　広場の利活用状況調査（空き地を広場として利活用）

成　　　　果

　基礎データの作成により、街なかの現状と課題が整理され、回遊性の向上や市民と観光客が交流する
空間づくりに必要な取組について検討が進められた。
　ワークショップ形式で地元事業者等から意見聴取を行い、川沿いエリアの現状や課題の共有を行った
ほか、将来像の検討を行うことができた。
　社会実験の実施により、拠点づくりの方針や空き地の利活用方針について検討が進められたほか、賑
わいや居心地良い空間づくりの創出が図られた。社会実験として行った賑わい創出イベントには、2日
間でおよそ500人の来場者があったほか、空き地を広場として整備することにより来場者の滞在時間を
延ばすことに寄与するという調査結果が得られた。

成果に係る評価

　川沿いエリアの賑わいを石巻駅前エリアや立町・中央エリアへ波及させ、街なかの回遊性の向上や賑
わいの創出、居心地の良い空間の創出を図るため、令和4年度においてはアンケート調査や川沿いエリ
アにおける民間事業者からの意見聴取、社会実験等を行い、川沿いエリアの将来像や今後の取組につい
て検討を進めることができた。令和4年度の結果を踏まえ、事業を継続して実施する必要がある。

2,010,600

予算の執行状況

(単位：円)

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

4,010,600 4,010,600 2,000,000
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1　工事等の実施

2　業務委託の実施

【主な事業実施状況】

　(1)　移転元地整備工事（がれき撤去工事）

　(2)　移転元地境界復元測量業務

5 項 都市計画費

第  節

8 款 土木費

第  章

1 目 都市計画総務費

(  )

総
合
計
画

事業名

担当部課 復興企画部復興推進課 　実施計画掲載ページ

目的及び事業内容

　東日本大震災により甚大な被害を受けた本市半島沿岸部において、未利用となっている移転元地の利
活用を推進するため、将来的な土地の維持管理を見据えて、維持管理上支障となるがれきを撤去すると
ともに、境界の復元等により移転元地の整備を行う。

事業
移転元地整備事業費（東日本大震災
関係分）

移転元地整備事業〔復興交付金〕〔復興基金〕

予
算
科
目

取　組　実　績

　本庁半島地区、河北地区、雄勝地区、北上地区、牡鹿地区に係る移転元地整備工事（構造物撤去
工、法面整形工、舗装工等）を実施した。

　本庁半島地区、河北地区、雄勝地区、北上地区、牡鹿地区に係る移転元地境界復元測量業務を実
施した。

成　　　　果

　本事業により、他の復興事業を実施していない移転元地に残る支障物の撤去、整地工事等を行い、公
有財産の適正な維持管理とともに、土地の利活用に向けた移転元地の整備を推進することができた。
　また、移転元地周辺に係る排水不良、市道の損壊、側溝蓋の破損等により、移転元地への立入りや車
両の乗入れが困難な状況となっていた箇所については、地元の意見・要望を踏まえながら整備を行い、
移転元地の利活用に資することができた。

地区名 対象工区数 着工工区数 完了工区数 実施状況

本庁半島 7 7 7 Ｒ2完了

河北 1 1 1 Ｒ2完了

雄勝 9 9 9 Ｒ3完了

北上 9 9 9 Ｒ3完了

実施状況

本庁半島・牡鹿 24 17 7 Ｒ4完了

牡鹿 9 9 9 Ｒ2完了

地区名 対象地区数 完了済工区数 R4完了工区数

河北・北上 16 11 5 Ｒ4完了

雄勝 20 14 6 Ｒ4完了

成果に係る評価

　移転元地境界復元測量業務については、令和4年度をもって業務を完了することができた。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

330,785,267 281,945,705 238,628,505 43,317,200
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　(1)　地区共同利用

　　ア　交付対象者

　　イ　申請上限

　　ウ　補助対象経費

　(2)　農業利用

　　ア　交付対象者

　　イ　申請上限

　　ウ　補助対象経費

市民の声が共鳴し市民と行政が共に創るまち5 項 都市計画費

第 2 節 持続可能な行財政運営の推進

予
算
科
目

8 款 土木費

第 6 章

1 目 都市計画総務費

( 2 )

総
合
計
画

事業名

未利用公有財産の有効な利活用を図る事業
移転元地等利活用推進事業費（東日
本大震災関係分）

移転元地等利活用推進事業〔復興基金〕

担当部課 復興企画部復興推進課 　実施計画掲載ページ Ｐ107

団体数 補助金額 団体数 補助金額

目的及び事業内容

　未利用地となっている移転元地の利活用を推進し、半島沿岸部の活性化及び地域交流の拡大を図ると
ともに、未利用地の維持管理費の削減を図るため、新たに市有地を借り受けて土地利用を行うものに対
し、補助金を交付し事業を支援する。

取　組　実　績

　移転元地利活用事業補助金実績（令和4年度補助金交付状況）

　地区共同利用は、本庁地区、北上地区、雄勝地区（3団体）の3地区、5団体に対して補助金を交付し
た。農業利用は、河北地区、北上地区の2地区、2団体に対して補助金を交付した。

区分
R3 R4

農業利用 1団体 3,120,000円 2団体 8,313,000円

地区共同利用 2団体 5,317,000円 5団体 15,197,000円

面積

地区共同利用

計 3団体 8,437,000円 7団体 23,510,000円

計 3団体 12,657.71㎡ 7団体 36,759.05㎡

成果に係る評価

　復興事業により管理が必要となった移転元地については、今後も沿岸半島部の活性化及び地域交流の
醸成を図るとともに、未利用地に係る維持管理費の削減に努めながら、本補助金を周知し、有効的な土
地の利活用が図られるまで本事業を継続し、支援していく必要がある。

2団体 5,860.50㎡ 5団体 15,336.54㎡

農業利用 1団体 6,797.21㎡ 2団体 21,422.51㎡成　　　　果

　本補助金の交付を通じて、未利用地となっていた移転元地の利活用を推進することができ、半島沿岸
部の活性化及び地域交流の拡大を図ることができた。

区分
R3 R4

団体数 面積 団体数

55,000,000 23,510,000 23,510,000

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源
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道路整備を推進する

予
算
科
目

8 款 土木費

3
7

目
街路整備事業費
東日本大震災関係費

事業 七窪蛇田線街路整備事業費

5 項 都市計画費

第 3 節 安全安心な住環境と都市機能の整備の推進

第 2 章

街路整備事業　七窪蛇田線〔復興基金〕

総
合
計
画

事業名

都市と自然が調和し快適とやすらぎが生まれるま
ち

( 5 )

　(2)　道路新設工事（南中里側）  　　　　　　 　Ｌ＝136.3ｍ

3　工事委託の実施

　(1)　ＪＲとの施工協定による工事委託（Ｒ1からの継続）

担当部課 建設部都市計画課 　実施計画掲載ページ Ｐ33

目的及び事業内容

　本路線は、末広町を起点とし、清水町、中里地区、北北上運河、ＪＲ石巻線等を超えて国道45号に接
続する重要幹線道路である。中心市街地への円滑な交通の確保を図るため、全線供用が急務となってい
る。また、災害時における避難路、救急輸送道路としての役割等を担う重要路線であることから、整備
を行う。

　延長Ｌ＝570ｍ　幅員Ｗ＝15ｍ

　　　 橋梁下部工　橋脚1基、橋脚上部工架設　Ｌ＝72ｍ

成　　　　果

　引き続きＪＲへの施工委託と橋梁上部工工事を進めながら、新たに道路新設工事（南中里側）に着手
した。

区分
事業の進捗

達成率
目標値 実績等(累計)

Ｈ28～Ｈ30 4,314,097,543

取　組　実　績

1　業務委託の実施

　(1)　工事積算及び工事監理業務　　　       　一式

2　工事の実施

　(1)　橋梁上部工工事（清水町～南中里間）　   　Ｌ＝178ｍ（Ｒ3からの継続）

Ｒ1 7,596,238,728 円 2,696,344,647 円

38.7％

円 2,240,016,494 円 51.9％

35.5％

Ｒ2 8,889,839,728 円 3,443,744,678 円

751,400,000

71.2％

Ｒ3 8,889,839,728 円 4,706,662,779 円 52.9％

Ｒ4 8,889,839,728 円 6,331,921,451 円

23,661,000 14,864,672

成果に係る評価

　国道398号の道路新設工事が完成し、ＪＲへの施工委託及び橋梁上部工工事の進捗が図られ、新たに
道路新設工事（南中里側）に着手し事業の進捗が図られた。引き続き関係機関等との協議や調整を十分
に行いながら事業を円滑に進める必要がある。

予算の執行状況

(単位：円)

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

1,640,768,577 1,625,258,672 835,333,000
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1　工事の実施

(1)　美園1号公園

・ 遊戯施設（スイング遊具） Ｎ＝2基

(2)　美園3号公園

・ 遊戯施設（ブランコ等） Ｎ＝3基

・ 休養施設（四阿、ベンチ） Ｎ＝4基

(3)　わかば二丁目公園

・ 遊戯施設（滑り台等） Ｎ＝4基

・ 休養施設（ベンチ） Ｎ＝2基

・ 管理施設（照明） Ｎ＝2基

令和3年度に着手した2公園及び令和4年度に着手した1公園のうち、2公園が完成した。

公園整備を推進する

予
算
科
目

8 款 土木費

5 目 公園管理費

事業 公園管理費

5 項 都市計画費

第 3 節 安全安心な住環境と都市機能の整備の推進

第 2 章

公園施設整備事業

総
合
計
画

事業名

都市と自然が調和し快適とやすらぎが生まれるま
ち

( 6 )

担当部課 建設部都市計画課 　実施計画掲載ページ Ｐ35

目的及び事業内容

　土地区画整理事業により市に帰属された公園について、遊戯施設、休養施設、便益施設等の整備を行
い、街区内に居住する市民が憩いと安らぎを感じる自然空間の創出を図る。

12,300,000

取　組　実　績

成　　　　果

区分
事業の進捗

達成率
目標値 実績等

Ｒ4 26,254,800円 26,254,800円 100.0％

13,954,800

成果に係る評価

　美園3号公園及びわかば二丁目公園が完成し、事業進捗が図られた。引き続き、計画的な公園施設整
備工事を実施する必要がある。

予算の執行状況

(単位：円)

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

27,046,911 26,254,800
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1　修繕及び工事の実施

対象公園・更新施設数

No No

1 14

2 15

3 16

4 17

5 18

6 19

7 20

8 21

9 22

10 23

11 24

12 25

13 26

※ 遊具：滑り台、ブランコ等の遊戯施設

施設：四阿、ベンチ等の休養施設、トイレ棟の便益施設

長寿命化対策に係る修繕及び工事を実施した。

5 項 都市計画費

第 3 節 安全安心な住環境と都市機能の整備の推進

8 款 土木費

第 2 章

5 目 公園管理費

( 6 )

総
合
計
画

事業名

担当部課 建設部都市計画課 　実施計画掲載ページ Ｐ35

目的及び事業内容

　老朽化の進む都市公園の遊具や施設について、利用者の安全性確保、ライフサイクルコスト縮減の視
点から、計画的な修繕及び更新等の工事を行い、長寿命化を図る。

公園整備を推進する事業 公園管理費

公園施設長寿命化事業

予
算
科
目

都市と自然が調和し快適とやすらぎが生まれるま
ち

曽波神公園 1 1 新下前沼公園 4

公園名 遊具 施設 合計 公園名

1 1

垂水二丁目公園 1 1

遊具 施設 合計

4

北上公園 1 1

河南中央公園 5 1 6 蛇田新下堀公園

1

袋谷地南公園 2 2 追波川河川運動公園 3 3

押切沼公園 1 1 鹿妻第四公園 1

3 4

筒場公園 4 4 蛇田中央公園 1 1

袋谷地東公園 2 2 日和山公園 1

1 1

松並公園 1 1 羽黒山公園 3 3

水押公園 1 1 万石浦公園

1

1

宜山公園 1 1 あけぼの南公園 1 1

鹿妻東公園 2 2 あけぼの北公園 1

成　　　　果

区分
更新施設数

達成率
目標値(累計) 実績等（累計）

取　組　実　績

Ｒ4 42施設 50施設 119.0％

Ｒ3 29施設 0施設 0.0％

三軒屋公園 4 4

成果に係る評価

　26公園50施設の長寿命化対策が完了し、公園機能の保全と利用者の安全性向上に繋がった。引き続き
長寿命化事業を実施し、適正な公園管理に務める。

予算の執行状況

(単位：円)

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債

（単位：施設）

その他 一般財源

90,868,000 89,417,900 40,433,000 3,200,000 45,784,900

合計 38 12 50

1

開成公園 1 1

新境谷地南公園 1 1 大橋北公園
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1　事業用地の取得

(1)　用地取得 Ｎ＝16筆 Ａ＝5,597.17㎡

(2)　物件移転補償 Ｎ＝1件

2　工事の実施

・ 公園施設整備 Ａ＝0.7ha

・ 園路(歩道)整備 Ｌ＝292.8ｍ Ｗ＝2.0～2.5ｍ

3　業務委託の実施

官民連携事業導入可能性調査

・ 意向調査 一式

・ 事業化検討 一式

用地取得及び施設整備工事を進めた。

都市公園整備事業（中瀬公園）

5 目 公園管理費 第 3 節 安全安心な住環境と都市機能の整備の推進

予
算
科
目

8 款 土木費 事業名

事業 中瀬公園整備事業費 ( 6 ) 公園整備を推進する

5 項 都市計画費

総
合
計
画

第 2 章
都市と自然が調和し快適とやすらぎが生まれるま
ち

担当部課 建設部都市計画課 　実施計画掲載ページ Ｐ35

目的及び事業内容

　震災復興のシンボルとしてこれまでの市の歴史を継承・発信していく、中心市街地の活性化と連動し
たまちなか観光拠点として公園の整備を行う。

取　組　実　績

成　　　　果

区分
事業の進捗

達成率
目標値 実績等（累計）

～Ｒ3 1,475,938,000 円 841,634,000 円 57.0％

Ｒ4 1,475,938,000 円 989,863,980 円 67.1％

成果に係る評価

　既存の中瀬公園周辺の園路（歩道）が完成し、南端部からの施設整備工事に着手した。引き続き関係
機関と協議及び調整を図りながら効率的に事業を進める。

予算の執行状況

(単位：円)

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

156,126,000 148,229,980 61,450,000 74,100,000 12,679,980
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1　業務委託の実施

・ 実施設計 一式

2　工事の実施

・ バリアフリー化 3 か所 （バス乗降場3か所）

・ シェルター更新 2 か所 （バス乗降場2か所）

・ 照明ＬＥＤ化 6 か所

バリアフリー化に係る実施設計が完了し、工事に着手した。

持続可能な生活基盤整備を推進する

予
算
科
目

8 款 土木費

6 目 駅前広場管理費

事業 駅前広場管理費

5 項 都市計画費

第 3 節 安全安心な住環境と都市機能の整備の推進

第 2 章

石巻駅前広場バリアフリー化事業

総
合
計
画

事業名

都市と自然が調和し快適とやすらぎが生まれるま
ち

( 1 )

担当部課 建設部都市計画課 　実施計画掲載ページ Ｐ30

目的及び事業内容

　公共交通の拠点である石巻駅前広場をバリアフリー化することで、すべての市民が安心して暮らせる
生活環境の整備を図る。
　・バリアフリー化　7か所（バス乗降場5か所、タクシー乗場1か所、タクシー降場1か所）
　・シェルター更新　4か所（バス乗降場3か所、タクシー乗場1か所）
　・照明ＬＥＤ化　　6か所

取　組　実　績

成　　　　果

区分
事業の進捗

達成率
目標値 実績等（累計）

Ｒ3 92,197,000 円 1,040,000 円 1.1％

Ｒ4 92,197,000 円 45,810,600 円 49.7％

成果に係る評価

　バリアフリー化に係る工事に着手し、事業進捗が図られた。引き続きバス運行事業者等と協議及び調
整を図り、効率的に事業を進める。

予算の執行状況

(単位：円)

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

45,574,000 44,770,600 21,307,000 23,463,600
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  上記事業の実施により3地区が完成し、被災した集落の復興や防災機能の強化が図られた。

○ 整備済地区数 （単位：地区）

5 項 都市計画費

第  節

8 款 土木費

第  章

7 目 東日本大震災関係費

(  )

総
合
計
画

事業名

担当部課 復興企画部復興推進課 　実施計画掲載ページ

目的及び事業内容

　半島沿岸部の排水不良エリア（主に災害危険区域）において、地形測量（現地測量・路線測量）及び
排水検証を実施し、これらの結果を踏まえて、排水対策のための盛土造成、道路・水路の整備を行う。
　また、被災を受けた集落を再生させるため、積極的な地元活用を促す「コミュニティ広場、民間活用
地等」の整備を行う。

事業 低平地整備事業費

低平地整備事業〔復興交付金〕〔復興基金〕

予
算
科
目

取　組　実　績

令和4年度事業実施状況
　過年度に引き続き低平地の整備を行った。
　　令和4年度整備完了地区
　　　河北  1地区　長面
    　雄勝　2地区　船戸、味噌作
　　　計 　 3地区

成　　　　果

低平地事業のみ
低平地及び
漁集事業

計

対象地区 11 50

うち平成29年度 2 8 10

うち平成30年度 2 10 12

61

完成年度 11 50 61

うち平成28年度 1 1 2

うち令和3年度 0 11 11

うち令和4年度 2 1 3

うち令和元年度 2 9 11

うち令和2年度 2 10 12

その他 一般財源

583,052,165 476,707,600 384,535,308 92,172,292

成果に係る評価

　平成28年度から実施してきた本事業について全61地区全て完成することができた。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債
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安全安心な公営住宅を提供する

予
算
科
目

8 款 土木費

1 目 住宅管理費

事業 市営住宅管理費

6 項 住宅費

第 3 節 安全安心な住環境と都市機能の整備の推進

第 2 章

市営住宅入居者移転計画推進事業

総
合
計
画

事業名

都市と自然が調和し快適とやすらぎが生まれるま
ち

( 3 )

担当部課 建設部住宅課 　実施計画掲載ページ Ｐ32

目的及び事業内容

　既存市営住宅から復興住宅等への移転推進により、入居者の住環境の改善と、移転に伴う不良住宅の
用途廃止を行い、適正な管理戸数の確保を図ることを目的に策定した「石巻市営住宅等の用途廃止に伴
う入居者移転計画」の推進に取り組むもの。

Ｒ4 40世帯 28世帯

取　組　実　績

1　計画の説明及び意向調査の実施

　　 過去に移転を希望しなかった世帯を含む97世帯に対し、個別訪問のうえ事業目的及び内容説明を

　 行い、移転意向調査を実施した。

2　抽選会等の実施による移転完了

　 　複数の申し込みがあった移転先住宅に係る抽選会を実施し、17世帯の移転が完了した。

　 　落選世帯への住戸マッチングを実施し、1世帯の移転が完了した。

　 　早期移転希望世帯の定期募集等への申し込みにより、6世帯の移転が完了した。

　 　親族宅等を移転先とし、4世帯の移転が完了した。

3　移転補償金の支払い

　　 移転完了28世帯へ移転補償金を支出した。

　令和2～4年度の移転対象となる97世帯のうち、22世帯が復興住宅等に移転したほか、早期移転希望世
帯の定期募集等への申込みにより6世帯の移転が完了し、令和4年度の移転実績は28世帯となった。

年度

一般財源

5,012,000

目標値 移転世帯数 内訳

蛇田11、向陽町5（早期移転5）、前谷地黒沢前3、
流留4、和渕清水2、広渕長山1、広渕藤ケ崎1、
鮎川寺下1（早期移転1）

成　　　　果

6,303,000 5,012,000

成果に係る評価

　対象世帯には、訪問面談による事業計画等の説明を基本に、事業目的や内容に理解をいただいたうえ
で、移転の協力をいただいたことから、今後も訪問面談を基本に、事業の推進に努めることとしたい。
　また、早期移転希望世帯の定期募集への申し込みを可能とすることにより、令和4年度は6世帯の早期
移転が完了したため、今後も同制度の周知を図ることとしたい。
　なお、令和4年度において移転意向のなかった世帯については、次年度以降も引き続き本計画につい
て丁寧に説明するとともに、関係各課と連携しながら事業の推進を図っていく。

予算の執行状況

(単位：円)

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他
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1　市営水押改良住宅集会所増築その他工事　一式

2　市営飯野川亀ヶ森住宅2号棟ベランダ改修工事　一式

1　市営水押改良住宅集会所増築その他工事　一式　36,856千円

　(1)　集会所改修（既存トイレ、玄関、台所等一部撤去・新設）

　(2)　外構改修

　(3)　既存物置撤去

　(4)　木造約30㎡増築

　(5)　電気・機械設備工事

2　市営飯野川亀ヶ森住宅2号棟ベランダ改修工事　一式　25,254千円

　(1)　外壁改修：複層塗材仕上

　(2)　ベランダ防水改修

　(3)　手摺改修：既存鋼製手摺撤去・処分、新規アルミ製手摺設置

予
算
科
目

8 款 土木費

1 目 住宅管理費

事業 地域住宅事業費（公的賃貸住宅）

都市と自然が調和し快適とやすらぎが生まれるま
ち

( 3 ) 安全安心な公営住宅を提供する

33,195,300

取　組　実　績

成　　　　果

6 項 住宅費

第 3 節 安全安心な住環境と都市機能の整備の推進

第 2 章

地域住宅整備事業（公的住宅整備事業）

総
合
計
画

事業名

担当部課 建設部住宅課 　実施計画掲載ページ Ｐ32

目的及び事業内容

　公営住宅の設備改善を図り、安全安心な公営住宅を提供するための各種改修事業を実施する。

成果に係る評価

　水押改良住宅集会所については、住宅入居者に限らず地域住民も利用可能な施設であることから、本
事業の実施により、市営住宅入居者と周辺住民の交流促進と利便性の向上が図られた。
　飯野川亀ヶ森住宅の改修については、劣化した手摺等を改修したことにより、入居者の安全性の確保
が図られた。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

62,234,000 62,109,300 28,914,000
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危険ブロック塀除却等事業

1 目 住宅管理費 第 3 節 安全安心な住環境と都市機能の整備の推進

予
算
科
目

8 款 土木費 事業名

事業 地域住宅事業費（一般住宅） ( 2 ) 災害に対する備えを充実させる

6 項 住宅費

総
合
計
画

第 2 章
都市と自然が調和し快適とやすらぎが生まれるま
ち

担当部課 建設部建築指導課 　実施計画掲載ページ Ｐ31

目的及び事業内容

　地震発生時に起こり得る通学路等に面したブロック塀等の倒壊による事故を未然に防止し、通行人の
安全確保を図るため「石巻市危険ブロック塀除却等事業補助金交付要綱」に基づき、石巻市耐震改修促
進計画に定める避難路に面した危険なブロック塀等を除却する方に対し、除却及び除却後に軽量材で塀
を新設する費用の一部を助成する。

取　組　実　績

　平成30年度から令和元年度の2カ年に渡り、市内全域16,703件の道路沿いのブロック塀の危険性につ
いて調査し、所有者に対し順次その判定結果を通知した。
　国の社会資本整備総合交付金防災・安全交付金の基幹事業に創設された「ブロック塀等の安全確保に
関する事業」として実施するため、令和2年3月に石巻耐震改修促進計画を改定し、避難路の位置付けを
行ったうえで、事業の大部分を基幹事業として実施している。
　令和3年度から、除却費用に対する補助金額の算定基準を、1ｍ当り8万円（前年度は1㎡当り4,000
円）を乗じた額又は除却に要する費用の2／3のいずれか低い額（補助限度額30万円。前年度は15万円）
に増額。フェンス等の新設については1ｍ当り8万円（前年度は1ｍ当り4,000円を乗じた額又は設置に要
する費用の2／3のいずれか低い額（補助限度額10万円）に変更した。

　更に、令和2年度から、宮城県が「宮城県小学校スクールゾーン内ブロック塀等除却工事助成事業」
を創設しており、市内の小学校（33校）スクールゾーン内の通学路に面した部分の危険ブロック塀を除
却する際に上乗せで加算金を支給した。加算金の算出基準は、対象となる部分の除却費用の1／6又は市
が負担する額の1／3のいずれか低い額で、令和3年度から除却にかかる補助限度額を前年度の2倍の30万
円としたことにより、加算金の補助限度額も7.5万円（前年度は3.7万円）に増額した。

　補助限度額を増額したことにより、多様なケースに対応可能な制度となった。

1　除却補助　除却費用の2／3又は1ｍ当り8万円を乗じた額のいずれか低い額（限度額30万円）

2　設置補助　設置費用の2／3又は1ｍ当り8万円を乗じた額のいずれか低い額（限度額10万円）

3　県補助加算　除却費用の1／6又は市が負担する額の1／3のいずれか低い額（限度額7.5万円）

　申込期間　令和4年4月1日～令和5年3月31日

成　　　　果

　道路等に面した危険なブロック塀等の除却事業の実施により、地震におけるブロック塀等の倒壊によ
る事故を未然に防止し、児童、生徒など通行人の安全確保が図られた。

区　分
成果指標

達成率
目標値 実績

Ｒ1 45件 156件

19,621,000

347％

Ｒ2 130件 116件 89％

Ｒ3 100件 113件 113％

Ｒ4 110件 135件 123％

17,764,000

成果に係る評価

　令和4年度はスクールゾーン（小学校から半径500ｍ）内の通学路に設置された特に危険性が高いブ
ロック塀について、ホームページにその位置を公表し、その所有者24名に対して、戸別訪問により除却
の協力を依頼し、併せて現状確認を行った結果、6件の除却等改善に繋がった。その他の区域について
も、未改修のブロック塀の所有者361名に対し、除却の協力についての文書を送付し早期の危険箇所の
解消に務めた。
　今後も所有者への周知等により危険ブロックへの理解を深めていただき通行人の安全確保に繋げる。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

44,246,000 37,385,000
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道路整備を推進する

予
算
科
目

8 款 土木費

1 目 住宅管理費

事業 地域住宅事業費（一般住宅）

6 項 住宅費

第 3 節 安全安心な住環境と都市機能の整備の推進

第 2 章

狭あい道路整備事業

総
合
計
画

事業名

都市と自然が調和し快適とやすらぎが生まれるま
ち

( 5 )

担当部課 建設部建築指導課 　実施計画掲載ページ Ｐ35

目的及び事業内容

　災害時における避難路を確保し、安全で良好な市街地の形成と居住環境の整備を図るため、「石巻市
狭あい道路整備要綱」に基づき、幅員4ｍ未満の狭あい道路に接する土地の所有者又は建築主等と協議
を行い、その当該道路の拡幅整備に対し、工事費用等の一部を助成する。

取　組　実　績

　「石巻市狭あい道路整備要綱」に基づき、市街化区域内の幅員4ｍ未満の狭あい道路に接する土地の
所有者又は建築主等が実施した拡幅整備に対し、助成金を交付した。
1　助成金額
　工作物移転工事等費用、登記費用及び境界立会い費用に対し、損失補償基準要綱等により算定した額
の3／4以内の額

成　　　　果

　土地の所有者又は建築主等の理解と協力のもと、狭あい道路の拡幅整備を実施することにより、緊急
時の市民の安全が確保され、安全で良好な市街地の形成と居住環境の整備が図られた。

区　分
成果指標

達成率
目標値 実績

Ｒ2 40件 18件 45％

Ｒ3 40件 28件

6,504,000 1,484,000

70％

Ｒ4 40件 23件 58％

成果に係る評価

　既成市街地における円滑な建替を促進し、狭あい道路の解消並びに円滑な建築活動に必要な条件整備
により住宅投資の促進にも寄与しており、安全で良好な市街地の形成と居住環境の整備が図られた。今
後についても、安全で安心なまちづくりのため、事業を継続していく必要がある。

5,020,000

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

9,157,000
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1　派遣に要する費用

(1)　市は、耐震診断士の派遣に要する費用、対象住宅1棟当たり下記のとおり負担する。

※（　）内の金額については、上部構造の評点が1.0以上で、重大な地盤・基礎についての

注意事項がないため、耐震改修計画を作成しない場合の金額。

2　申込期間

(1)　令和4年4月1日～令和4年12月2日

災害に対する備えを充実させる事業 地域住宅事業費（一般住宅） ( 2 )

総
合
計
画

都市と自然が調和し快適とやすらぎが生まれるま
ち

安全安心な住環境と都市機能の整備推進

木造住宅耐震診断事業事業名

取　組　実　績

住宅費

第 3 節

予
算
科
目

8 款 土木費

第 2 章

1

6 項

目 住宅管理費

Ｒ2 40件

200㎡を超え270㎡以下 161,300円（142,600円）

担当部課 建設部建築指導課 　実施計画掲載ページ

　「石巻市木造住宅耐震診断事業実施要綱」に基づき、昭和56年5月31日以前に着工された木造住宅の
耐震診断を希望する方に対し、市は耐震診断士を派遣し、耐震診断及び耐震改修計画の作成を行った。

延べ面積 派遣費用総額

200㎡以下 150,800円（133,100円）

Ｐ31

目的及び事業内容

　木造住宅の地震に対する安全性の確保及び向上を図り、震災に強いまちづくりを推進するため、「石
巻市木造住宅耐震診断事業実施要綱」に基づき、市内に存する木造住宅の所有者が耐震診断を希望する
場合、耐震診断士を派遣し、耐震診断及び耐震改修計画の作成を行う。

区　分
成果指標

達成率
目標値 実績

270㎡を超え340㎡以下 171,700円（152,000円）

340㎡を超える 182,200円（161,400円）

　木造住宅の耐震診断を実施することにより、現行の耐震設計基準との比較検討がなされ、住宅の耐震
化に対する意識向上が図られた。

Ｒ4 40件 39件 98％

Ｒ3 40件 32件 80％成　　　　果

1,578,800

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

9,048,000 5,923,200

25件 63％

4,344,400

成果に係る評価

　令和4年度に耐震診断を実施した39件全件が、耐震性が無く耐震改修計画を作成したものであり、住
宅の所有者に対する耐震化への意識を喚起することで、安全性の確保（耐震改修工事等）に繋がった。
　また、令和3年3月20日及び令和4年3月16日に発生した地震より家屋に損壊等が生じたことなどから耐
震性に疑問があるとした相談、耐震診断の申し込みが増加したこと、継続的な啓発活動として、平成30
年度からアクションプログラムを策定し、築年数が高い住宅が多い一部の地区を対象に、戸別訪問を
行ったほか、啓発を促すパンフレットの配布と説明等を行ったことも実績件数の増加に繋がっている。
　今後は新型コロナウイルスの感染状況を踏まえながら戸別訪問へ切替て地震に強いまちとして、誰も
が安心して生活できるよう事業の継続と啓発に努めていく必要がある。
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1　補助金額

2　申込期間

災害に対する備えを充実させる

予
算
科
目

8 款 土木費

1 目 住宅管理費

事業 地域住宅事業費（一般住宅）

6 項 住宅費

第 3 節 安全安心な住環境と都市機能の整備の推進

第 2 章

木造住宅耐震改修工事助成事業

総
合
計
画

事業名

都市と自然が調和し快適とやすらぎが生まれるま
ち

( 2 )

担当部課 建設部建築指導課 　実施計画掲載ページ Ｐ31

目的及び事業内容

　大規模地震による住宅被害を減ずるため、「石巻市木造住宅耐震改修工事助成事業補助金交付要綱」
に基づき、耐震診断を行い、耐震改修計画を作成した市内に存する木造住宅の所有者が、耐震化工事を
実施する場合、補助金を交付する。

取　組　実　績

　「石巻市木造住宅耐震改修工事助成事業補助金交付要綱」に基づき、木造住宅の所有者が耐震化工事
を実施した場合、補助金を交付した。

(1)　耐震化工事に要する費用の4/5以内の額（限度額1,000,000円）

(2)　その他改修工事又は建替工事を行う場合は、耐震化工事に要する費用の2/25以内の額を加算

　　（限度額100,000円）

(1)　令和4年4月1日～令和5年3月31日

39％

Ｒ3 15件 14件 93％

成果に係る評価

　令和3年度は年度当初にかけて多発した地震の影響もあり、多数の相談・改修に至ったが、令和4年度
は耐震診断をうけたものの、経済的な理由や震災時やその後の地震でも住宅が倒壊しなかった経験等か
ら早急な改修工事には至らないのが現状。今後については、倒壊による事故を未然に防ぐため、改修の
必要性について、啓発文書の送付及び相談対応により、住民の理解を求めながら、地震に強いまちとし
て安心して生活できるよう啓発活動に務めていくとともに、市民の負担を軽減するため、この事業の継
続は必要である。

Ｒ4 15件 9件 60％

成　　　　果

　耐震診断の結果に基づき、現行の耐震設計基準（昭和56年6月以降）に達していない木造住宅に耐震
改修工事を施すことで、現行の耐震設計基準以上の耐力性を満たした建物へと改善が図られた。

区　分
成果指標

達成率
目標値 実績

Ｒ2 18件 7件

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

22,000,000 9,402,000 6,410,000 2,992,000
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（1）　計画準備 ①計画準備　一式　　②調査優先度評価手法の検討　一式

③資料収集　一式

（2）　基礎資料の整理 ①保全対象の調査　3箇所　　

②既往地盤情報・災害履歴調査・他　3箇所

③変動確率　3箇所

（3）　現地踏査　3箇所　　

（4）　第2次スクリーニング優先度評価　3箇所　優先度評価（新たな考え方）　一式

（5）　学識経験者協議　一式

（6）　宅地カルテの作成　3箇所

（7）　報告書作成　一式

（8）　打合せ協議　3回

災害に対する備えを充実させる

予
算
科
目

8 款 土木費

1 目 住宅管理費

事業 地域住宅事業費（一般住宅）

6 項 住宅費

第 3 節 安全安心な住環境と都市機能の整備の推進

第 2 章

宅地耐震化推進事業

総
合
計
画

事業名

都市と自然が調和し快適とやすらぎが生まれるま
ち

( 2 )

担当部課 建設部建築指導課 　実施計画掲載ページ Ｐ31

目的及び事業内容

　宮城県が平成19～21年度に実施した「大規模盛土造成地」の範囲抽出（第1次調査）の対象区域（関
ノ入地区：しらさぎ台）において、現地踏査や優先度評価等により第2次スクリーニング計画の作成
（通称1.5次調査）を実施し、ボーリング調査等の詳細な第2次調査の必要性を調査することで滑動崩落
や液状化による被害の軽減などの防災対策の推進を図る。

株式会社日本インシーク東北支店

【業務内容】

成　　　　果

　調査の結果、直ちに第2次スクリーニングを実施すべき盛土は無いと判断され周囲の防災対策の推進
が図られた。

成果に係る評価

　今後、老朽化や中規模地震・豪雨等によって悪化していないか定期的に経過を観察する必要がある。

取　組　実　績

　対象区域（関ノ入地区：しらさぎ台）において、現地踏査や優先度評価等により第2次スクリーニン
グ計画の作成（通称1.5次調査）を実施した。

令和4年度 石巻市大規模盛土造成地滑動崩落防止計画作成業務 契約額 1,760,000円

契約期間 Ｒ4.7.13～Ｒ5.2.28

契約相手 仙台市青葉区中央四丁目6番1号

880,000

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

3,400,000 1,760,000 880,000
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空家等対策取組実績（Ｒ5.3月末現在）

1　空家等相談件数　112件

相談内訳

　 指導通知等発送件数　142件

2　令和4年度　空き家無料相談会開催実績　4回開催

開催時期：6月遊楽館、9月渡波公民館、11月向陽地区コミュニティセンター、1月まきあーとテラス

対応者：司法書士、建築士、宅地建物取引士、土地家屋調査士、行政書士

3　空き家バンク取組実績（Ｒ2.7月からの延べ件数）

　空家等登録件数　17件（うち成約件数　6件）

　登録事業者数　　21件

空家等対策の取組成果（Ｒ5.3月末現在）

1　管理不全空家等改善件数　

2　空き家無料相談会相談実績

相談内訳

3　空き家バンク取組実績（Ｒ2.7月からの延べ件数）

4　空き家バンク登録戸数（ＫＰＩ実績）

第 3 節

1　目的
　空家等対策の推進に関する特別措置法（平成27年5月全面施行）及び石巻市空家等の適切な管理に関
する条例（令和2年4月施行）に基づき、令和3年3月に石巻市空家等対策計画を策定し、本計画により本
市の空家等対策を推進するもの。
2　事業内容
(1)　空家等の調査に関する事項　　　　　(2)　空家等の発生予防に関する事項
(3)　空家等の適切な管理に関する事項　　(4)　空家等の利活用に関する事項

事業 空家等対策関係費 ( 4 ) 空き家対策を強化する

6 項 住宅費

総
合
計
画

第 2 章
都市と自然が調和し快適とやすらぎが生まれるま
ち

8 款 土木費 事業名 空家等対策推進事業

1 目 住宅管理費 安全安心な住環境と都市機能の整備の推進

予
算
科
目

36件 51件 5件 0件 1件 0件 19件 

危険家屋環境衛生 利活用 売却 解体

112件 

相続 その他 計

取　組　実　績

担当部課 建設部住宅課 　実施計画掲載ページ Ｐ33

目的及び事業内容

計

7件 15件 1件 2件 15件 0件 40件 

相続 売却 管理 活用 解体 その他

成　　　　果

解体 雑草等繁茂 工作物撤去等 計

3件 5件 3件 11件 

成約件数 6件 石巻2、河北1、河南2、北上1

バンク掲載件数 7件 売買6、賃貸1

種別 件数 備考

空家等登録件数 17件 石巻5、河北3、雄勝1、河南4、北上2、桃生1、牡鹿1

達成率 45％ 80％ - -

10件 

設定値 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7（最終）

目標件数 20件 10件 

-

実績件数 9件 8件 - - -

10件 10件 

その他 一般財源

1,610,000 765,589 765,589

成果に係る評価

　管理不全空家等への対応については、現地確認のうえ指導通知の発送や訪問指導などによる対応を行
い、令和4年度は11件の改善となったことや、空き家無料相談会については、市報、市ホームページに
よる周知や、有資格者を対応者としていることから、申込みが多くあるため、今後も継続して対応を図
ることとしたい。
　空き家バンクの取組については、令和4年度までの延べ登録件数が17件となったが、空き家の利活用
に有効であるため宅建事業者等と連携しながら、より一層の登録件数増に向け取り組むこととしたい。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債
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1 項 消防費

第 3 節 安心して暮らすための地域防災力などの向上

9 款 消防費

第 1 章

3 目 消防施設費

( 3 )

総
合
計
画

事業名

担当部課 総務部危機対策課 　実施計画掲載ページ Ｐ17

目的及び事業内容

　消防団の活動拠点として消防団ポンプ置場を整備し、地域住民が安全で安心して生活できる環境の確
保を図る。

消防機能・交通安全を推進する事業 消防施設関係費

消防団ポンプ置場整備事業

予
算
科
目

住民同士の絆・支え合いで安全安心に暮らせるま
ち

無 Ｒ3繰越

石巻市消防団大須下班ポンプ置場 木造平屋建て 67.07㎡ 有 Ｒ3繰越

取　組　実　績

　既存の消防団ポンプ置場の老朽化に伴い、更新計画に基づき消防団ポンプ置場4棟を解体新築した。

ポンプ置場名称 事業内容 延床面積 詰所 予算区分

石巻市消防団向陽班ポンプ置場 木造平屋建て 53.82㎡

石巻市消防団鶴家班ポンプ置場 木造平屋建て 62.10㎡ 有 Ｒ4現年

石巻市消防団宇島班ポンプ置場 木造平屋建て 24.84㎡ 無 Ｒ4現年

1棟 1棟
100.0％

Ｒ2現年 3棟 3棟

成　　　　果

　消防団ポンプ置場を新築することにより、当該地域の消防力の強化及び地域住民が安全で安心して生
活できる環境の確保が図られた。

区分 予算
成果指標

達成率等
目標値 実績等

Ｒ2
Ｒ1繰越

Ｒ3 Ｒ3現年 3棟 1棟 33.3％

Ｒ4
Ｒ3繰越 2棟 2棟

100.0％
Ｒ4現年 2棟 2棟

成果に係る評価

　消防団ポンプ置場更新計画に基づき、令和3年度に繰越しとなった2棟を含む計4棟のポンプ置場の整
備が完了した。
　今後も地域の実情を勘案しながら、更新計画に基づき毎年2、3棟の整備を進める必要がある。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

350,309

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

65,547,000 65,250,309 64,900,000
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№

1

2

3

4

5

6

7

8

9

消防機能・交通安全を推進する

予
算
科
目

9 款 消防費

3 目 消防施設費

事業 消防施設関係費

1 項 消防費

第 3 節 安心して暮らすための地域防災力などの向上

第 1 章

防火水槽浚渫清掃事業

総
合
計
画

事業名

住民同士の絆・支え合いで安全安心に暮らせるま
ち

( 3 )

担当部課 総務部危機対策課 　実施計画掲載ページ Ｐ18

目的及び事業内容

　既存の無蓋式防火水槽は、自然堆積物等（土砂・落葉等）が堆積することで、本来貯水可能な水量が
確保できなくなるほか、円滑な消防活動を行うための消防ポンプに甚大な不具合を発生させることか
ら、水槽内の堆積物等の除去（浚渫作業）を行い、防火水槽を良好な状態で使用できるよう整備するこ
とにより、地域住民が安全で安心して生活できる環境の確保を図る。

取　組　実　績

　浚渫整備計画に基づき、年10基の整備を目標に取り組み、9基の浚渫を行った。

地区名 実施場所

河北 石巻市相野谷字柿木前50地内

河北 石巻市中野字龍源寺山111地内

河北 石巻市大森字大土39地内

河北 石巻市三輪田字仲里前62地内

桃生 石巻市桃生町樫崎字山田118-2

桃生 石巻市桃生町牛田字雷105-5

桃生 石巻市桃生町永井字大堤76-1

桃生 石巻市桃生町永井字仁田森37-3

桃生 石巻市桃生町永井字糠塚76-4

成　　　　果

　無蓋式防火水槽内堆積物等の浚渫を行い、地域住民が安全で安心して生活できる環境の確保が図られ
た。

区分 予算区分
成果指標

達成率等
目標値 実績等

Ｒ1 Ｒ1現年 10基 13基 130％

Ｒ2 Ｒ2現年 10基 9基 90％

Ｒ4 Ｒ4現年 10基 9基 90％

Ｒ3 Ｒ3現年 10基 8基 80％

7,790,200

成果に係る評価

　総合計画に基づき10基の浚渫整備計画としていたが、浚渫箇所の立地、補水条件により、浚渫可能な
9基の実施となった。浚渫により円滑な消防活動を行うための水利確保ができたほか、地域住民が安全
で安心して生活できる環境の確保が図られた。
　市内には65基の無蓋式防火水槽が設置してあり、これまで浚渫した39基を除く26基について、令和5
年度以降浚渫を進めていく必要がある。
　また、令和4年度は2基の無蓋式防火水槽の有蓋化を実施している。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

8,000,000 7,790,200
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1 項 消防費

第 3 節 安心して暮らすための地域防災力などの向上

9 款 消防費

第 1 章

3 目 消防施設費

( 3 )

総
合
計
画

事業名

Ｒ3繰越

担当部課 総務部危機対策課 　実施計画掲載ページ Ｐ18

目的及び事業内容

　火災発生時における無水利地域の水利確保のため、消防庁の第6次地震防災緊急事業五箇年計画（令
和3年度～令和7年度）にエントリーし、補助金を活用しながら年4基の耐震性貯水槽を整備することに
より、地域住民の安全で安心な生活の確保と災害対策の更なる充実を図る。

消防機能・交通安全を推進する事業 消防施設関係費

耐震性貯水槽整備事業

予
算
科
目

住民同士の絆・支え合いで安全安心に暮らせるま
ち

Ｒ4現年

成　　　　果

　無水利地域へ耐震性貯水槽を設置したことにより、地域住民の安全で安心な生活の確保と消防施設の
充実、強化が図られた。

区分 予算
成果指標

達成率等

石巻市桃生町永井地内（桃生地区） 1基 40㎥ Ｒ3繰越

石巻市雄勝町大須字船隠地内（雄勝地区） 1基 40㎥ Ｒ4現年
取　組　実　績

　火災時の重要施設である消防水利の充実強化を図るため、更新計画に基づき耐震性貯水槽を整備し
た。
　令和3年度の繰越2基、令和4年度は4基のうち2基を整備し、残る2基については、施工方法の設計の見
直しが必要となったため令和5年度へ繰越しとした。

設置場所 設置基数 容量 予算区分

石巻市小船越地内（河北地区） 1基 40㎥

目標値 実績等

Ｒ1
Ｈ30繰越 1基 1基

石巻市中瀬地内（石巻地区） 1基 40㎥

4基 2基

Ｒ3
Ｒ2繰越 2基 2基

20.0％
Ｒ1現年 4基 0基

Ｒ2
Ｒ1繰越 4基 4基

75.0％
Ｒ2現年

66.7％
Ｒ3現年 4基 2基

Ｒ4
Ｒ3繰越 2基 2基

66.7％
Ｒ4現年 4基 2基

成果に係る評価

　令和4年度は、計画4基のうち2基を整備し、残る2基については、施工方法の設計の見直しのため令和
5年度へ繰越しとした。
　現在、市内全体の消防水利は、消火栓に偏った整備となっているため、無水利地区と消火栓に偏る地
区を重点的に整備を進めていく必要がある。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

2,411,038

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

56,946,000 56,860,038 10,049,000 44,400,000
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安心して暮らすための地域防災力などの向上

予
算
科
目

9 款 消防費 事業名

3 目 消防施設費 第 3 節

事業 消防自動車関係費 ( 3 ) 消防機能・交通安全を推進する

1 項 消防費

総
合
計
画

第 1 章
住民同士の絆・支え合いで安全安心に暮らせるま
ち

非常備消防自動車整備事業

取　組　実　績

　非常備消防自動車更新計画に基づき、消防自動車2台を整備した。

車種 台数 配備班

消防ポンプ自動車 1台 石巻市消防団河南地区団道的班

小型動力ポンプ付軽積載車 1台 石巻市消防団河北地区団三輪田上班

担当部課 総務部危機対策課 　実施計画掲載ページ Ｐ18

目的及び事業内容

　経年劣化した非常備消防自動車を整備することにより、消防設備の充実と地域消防力の向上を推進
し、地域住民が安全で安心して生活できる環境の確保を図る。

成　　　　果

　経年劣化した非常備消防自動車を整備したことにより、地域住民の安全で安心して生活できる環境の
確保が図られた。

区分
成果指標

達成率等
目標値 実績等

Ｒ1 7台

Ｒ3 7台 7台 100.0％

Ｒ4 3台 2台

18,774,000

66.7％

100.0％

Ｒ2 7台 7台 100.0％

7台

成果に係る評価

　令和4年度は、非常備消防自動車更新計画に基づき、2台の消防団車両の更新と桃生地区団の資機材車
の配備を計画していたが、資機材車のトラックの製造が1年以上待機状態であったため、資機材車の購
入を断念し、消防団車両2台の更新とした。
　今後も、火災等の災害から地域住民の生命と財産を保護し、安全で安心して生活ができる環境の確保
を図るため、概ね購入後20年経過を目安に、消防団の班再編計画に合わせ、更新が必要な車両から順次
整備を進める必要がある。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

28,160,000 28,160,000 9,386,000
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消防機能・交通安全を推進する

予
算
科
目

9 款 消防費

3 目 消防施設費

事業 河北消防署建設事業費

1 項 消防費

第 3 節 安心して暮らすための地域防災力などの向上

第 1 章

消防署更新整備事業（河北消防署）

総
合
計
画

事業名

住民同士の絆・支え合いで安全安心に暮らせるま
ち

( 3 )

　　河北消防署庁舎建設その他電気設備工事　令和4年度債務負担契約額　0円

　　河北消防署庁舎建設その他監理業務　　　令和4年度債務負担契約額　0円

担当部課 総務部危機対策課 　実施計画掲載ページ Ｐ18

目的及び事業内容

　河北消防署庁舎の建築から50年が経過し、建物自体の劣化が進み、また、近年の消防緊急車両の大型
化により車庫が狭隘となり、緊急出動時の安全管理にも支障を来していることから、消防署の新築更新
を図る。

　　構造種目　　鉄筋コンクリート造　地上2階

　配備態勢

　　水槽付きポンプ車　1台　　消防ポンプ車　1台

　　救急車　　 1台　　　　　 指揮車　　　　1台

取　組　実　績

　令和2年度　地質調査、実施設計

　令和3年度　実施設計

　令和4年度　建設工事（債務負担行為契約）、工事監理

　令和5年度　建設工事（債務負担行為契約）、備品整備、指令システム移設予定

　令和6年3月 竣工・供用開始予定

　　工事名

　　河北消防署庁舎新築その他工事（新築分）令和4年度債務負担契約額　206,030,000円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※Ｒ4繰越　105,192,326円（工期 Ｒ5.6末）

　　河北消防署庁舎新築その他工事（解体分）令和4年度債務負担契約額　  5,410,000円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※Ｒ4繰越　  2,387,674円（工期 Ｒ5.6末）

　　河北消防署庁舎建設その他機械設備工事　令和4年度債務負担契約額　0円

　河北消防署庁舎新築工事の契約が完了し、令和5年度末の完成へ向け事業を進めている。

　施設設計概要

　　所在地　　　石巻市成田字小塚裏畑17番1ほか

　　敷地面積　　2,600.89㎡

　　延べ床面積　1,155.05㎡

一般財源

103,860,000 103,860,000

　　広報車　　 1台

　配備総人員　26人

成　　　　果

地方債

成果に係る評価

　老朽化した河北消防署の更新整備を目的とし、令和3年度に設計、令和4年度、令和5年度の2か年で整
備を進め、地域住民が安全で安心して生活できる環境の確保を図る。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金

100,800,000 3,060,000

その他
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ードマップの作成を進めた。（令和4年度・令和5年度債務負担行為）

○共通事項

　・計画改定準備、各種資料収集整理

○地域防災計画改定

　・地域防災計画骨格、主要改訂項目及び素案の検討

　・地域防災計画調整会議等の開催

○津波避難計画改定

　・津波避難検討部会の開催（3回）

　・津波避難シミュレーションの実施

　・避難場所等の検討

○原子力災害時における石巻市広域避難計画改定

　・改定案の作成

○津波ハザードマップ作成

　・津波ハザードマップ基本事項、地図情報等の検討

○避難所等運営体制の検討

　・避難所等運営体制検討部会の開催（3回）

　・避難所開設マニュアルの更新

地域防災力の向上を図る

予
算
科
目

9 款 消防費

5 目 災害対策費

事業 危機対策費

1 項 消防費

第 3 節 安心して暮らすための地域防災力などの向上

第 1 章

ハザードマップ作成事業〔復興基金〕
地域防災計画等作成事業

総
合
計
画

事業名

住民同士の絆・支え合いで安全安心に暮らせるま
ち

( 1 )

担当部課 総務部危機対策課 　実施計画掲載ページ Ｐ16・17

目的及び事業内容

　宮城県が令和4年5月10日に公表した津波浸水想定をはじめ、社会環境の変化や上位法との整合を図り
ながら、市域並びに市民の生命等を災害から保護し又は軽減させるため、地域防災計画等を改定し、防
災体制の更なる強化を図る。また、宮城県が公表した津波浸水想定を基に津波ハザードマップを作成の
上、住民等に配布し、災害時の避難や防災学習等に活用することにより、地域防災力の向上を図る。

取　組　実　績

　地域防災計画改定、津波避難計画改定、原子力災害時における石巻市広域避難計画改定及び津波ハザ

成　　　　果

　地域防災計画等改定に係る業務委託契約を締結し、受託者と連携の上、地域防災計画調整会議、津波
避難検討部会及び避難所等運営体制検討部会の開催や関係機関との協議により、地域防災計画、津波避
難計画及び原子力災害時における石巻市広域避難計画改定の素案や、暫定版津波ハザードマップの作
成、避難所開設マニュアルの更新案等の作成を中心に取り組んだことにより、今後の方向性を示すこと
ができた。

成果に係る評価

　防災体制の更なる強化を図るため地域防災計画等を改定するとともに、津波ハザードマップを作成し
全戸配布することにより、災害時の避難や防災学習等に活用し地域防災力の向上を図る必要がある。
　今後は、自主防災組織や防災関係機関等の意見を取り入れながら、いざという時のため、各種計画及
び津波ハザードマップ内容の充実を図り、令和5年度の完了を目指す。

7,566,570

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

11,400,000 10,560,000 2,993,430
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( 2 ) 防災情報を発信する

予
算
科
目

9 款 消防費

5 目 災害対策費

事業 危機対策費

Ｐ17

目的及び事業内容

　既存の防災行政無線・テレビ・ラジオだけではなく、災害情報一斉配信システムを利用したＬＩＮ
Ｅ・メールでの配信を行うことで、より多くの市民に災害情報の取得の機会を提供し、市民の防災意識
の向上と市民への災害情報・緊急情報の配信体制の充実を図る。

1 項 消防費

第 3 節 安心して暮らすための地域防災力などの向上

第 1 章

災害情報発信事業

総
合
計
画

事業名

住民同士の絆・支え合いで安全安心に暮らせるま
ち

ＬＩＮＥ 10,018件

担当部課 総務部危機対策課 　実施計画掲載ページ

成　　　　果

 登録者数は、ＬＩＮＥが令和4年度末で10,524件と前年度より506件増加し、メールは令和4年度末で
3,439件と前年度より6件増加した。全体では、令和4年度末で13,963件と前年度より512件の増加となっ
た。

取　組　実　績

　多くの方へ災害情報を配信するため、宮城県津波浸水想定住民説明会や、総合防災訓練、防災フェ
ア、市ホームページ等で周知を行い登録を呼びかけた。

登録者数

項目
登録者数

増加数
令和3年度末 令和4年度末

10,524件 506件

メール 3,433件 3,439件 6件

合計 13,451件 13,963件 512件

2,376,000

成果に係る評価

　ＬＩＮＥは増加したもののメールの登録者数は伸び悩んでおり、今後は従来の啓発活動に加え、ス
マートフォン以外の登録ができない携帯電話の所有者に向けた啓発活動を展開していく。
　また、令和5年度以降については、固定電話やＦＡＸによる災害情報の配信や、ＬＩＮＥメニュー画
面の追加、配信情報の充実化を進め、登録者数の増加に繋げていく。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

2,376,000 2,376,000
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第 1 章
住民同士の絆・支え合いで安全安心に暮らせるま
ち

予
算
科
目

9 款 消防費 事業名 自主防災組織機能強化事業

5 目 災害対策費 第 3 節

Ｐ16

目的及び事業内容

　自主防災組織の機能強化により地域防災力の向上を図るため、
  ①自主防災組織を設立していない町内会、行政区に自主防災組織の設立を促す。
  ②既存の自主防災組織に対し、防災資機材、防災倉庫、食糧備蓄の整備や防災訓練に係る費用の補助
    を行う。
  ③自主防災組織の防災リーダーとして防災士を育成するため、防災士養成講座の受講費用の補助を行
　　う。

安心して暮らすための地域防災力などの向上

事業 防災推進費 ( 1 ) 地域防災力の向上を図る

1 項 消防費

総
合
計
画

防災資機材購入費補助金 8件 827,000円

防災倉庫設置費補助金

担当部課 総務部危機対策課 　実施計画掲載ページ

成果に係る評価

　令和4年度は、新たに3つの自主防災組織が設立されたが、地域の組織率に偏りがあることから、更な
る自助及び共助の防災意識を向上させるためにも、各地域の区長会等に積極的に出向き、設立の案内と
支援を行っていく。
　機能強化補助金については、多くの自主防災組織が新型コロナウイルス感染症の影響で活動を自粛す
る中、45組織56件の補助制度の活用があり、組織の防災力強化につながった。
　なお、令和5年度以降は、津波ハザードマップの改定に伴い、津波を想定した避難訓練の増加が見込
まれることから、機能強化補助金の活用を積極的に促し、各組織が独自の避難訓練や避難所開設訓練等
を実施していただくことで、更なる地域防災力強化に努めていく。

6件 1,266,000円

食糧備蓄購入費補助金 18件 1,644,000円

防災訓練費補助金 24件 498,000円

取　組　実　績

　各自主防災組織に積極的な補助金の活用を促すため、市ホームページや自主防災だより等を通じて補
助金の周知を図り、自主防災組織が行う活動に活用いただいたことにより、各地域における防災力の向
上が図られた。
　また令和5年2月に開催した防災士スキルアップセミナーでは、49名の防災士が受講し、地域の防災
リーダーとしての知識・技能の向上が図られた。

補助実績

補助金種別 交付件数 補助金額

合　計 56件 4,235,000円

成　　　　果

○防災資機材の整備及び食糧備蓄の推進と、防災訓練の実施により地域防災力が強化された。
　防災資機材購入補助金8件、防災倉庫設置費補助金6件、食糧備蓄購入費補助金18件、防災訓練費補助
金24件の合計56件の補助金を交付した。
　特に、補助金を活用して防災訓練を行った組織の数は前年度と比べて19件増加し、避難所開設訓練・
救出救護訓練・消火訓練・炊き出し訓練など地域の状況に合った防災訓練が行われた。

○防災士のスキルアップが図られた。
　防災士養成講座受講費補助金を活用する自主防災会はなかったものの、防災士を対象にしたスキル
アップセミナーを開催し、また、宮城県と共催で実施した防災指導員養成講習にも59名が参加し、地域
の防災リーダーとしての知識・技能の向上が図られた。

4,235,000

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

5,500,000 4,235,000
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地域防災力の向上を図る

予
算
科
目

9 款 消防費

5 目 災害対策費

事業 防災推進費

1 項 消防費

第 3 節 安心して暮らすための地域防災力などの向上

第 1 章

災害用備蓄配備事業

総
合
計
画

事業名

住民同士の絆・支え合いで安全安心に暮らせるま
ち

( 1 )

担当部課 総務部危機対策課 　実施計画掲載ページ Ｐ16

目的及び事業内容

　石巻市災害時備蓄計画に基づき、避難所運営に係る用品や非常用持出品を持ち出すことができなかっ
た避難者等のための食糧や飲料水等及び災害応急対策に必要な資機材を、各避難場所等に配備及び更新
を行うもの。

達成率等
目標値 実績等

取　組　実　績

　年次備蓄配備計画に基づき、指定避難所等28か所の非常用食糧及び非常用飲料水を更新した。
　また、本庁及び各総合支所に備蓄する粉ミルクを更新した。

指定避難所等に配備した主な物資及び数量

備蓄物品 数量 備考

非常用食糧 12,000食

備蓄計画に基づく配備非常用飲料水 12,000Ｌ

粉ミルク 504箱

　石巻市災害時備蓄計画に基づき災害用備蓄品を更新することで、災害時に各家庭から非常用持出品を
持参できなかった避難者に対し、備蓄品を供給できる体制を整えることにより、避難所運営の充実化が
図られた。

主な備蓄品（非常用食糧）の更新状況

11,800食 100％

Ｒ2 13,500食 13,500食 100％

Ｒ1 12,300食 12,300食 100％

Ｈ30 11,800食

区分
成果指標

10,000食 100％

Ｒ4 12,000食 12,000食 100％

成　　　　果

2,735,185

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

4,969,000 4,102,185

Ｒ3 10,000食

1,367,000

成果に係る評価

　石巻市災害時備蓄計画に基づき、指定避難所等に災害用備蓄品を配備することにより、避難所開設時
における初期運営の円滑化と避難生活の安定が図られた。
　なお、令和5年度中に地域防災計画の改定を予定しており、本事業において新たな対応が必要となっ
た場合には、石巻市災害時備蓄計画の見直しを検討する。
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